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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　人型ロボットの関節駆動に適用されるアクチュエータ装置であって、
　モータに直接または間接的に接続されて回転する回転基部（１２または１５）と、前記
回転基部の回転軸上でスライド可能に設けられた摺動基部（１５または１６）と、前記回
転基部とともに回転し遠心力で外側へ移動可能な１以上の錘部材（１４）と、前記錘部材
と前記回転基部および摺動基部をそれぞれ回動可能に連結する２本のリンク棒を有し、前
記遠心力を利用して前記回転基部と摺動基部間の距離を変更するリンク機構（１３）とを
有するユニットを１以上具え、各リンク棒の前記回転基部および摺動基部側の回動軸がそ
れぞれ前記回転基部および摺動基部の回転軸と交差していることを特徴とするアクチュエ
ータ装置。
【請求項２】
　モータの回転を概略線方向の動作に変換するアクチュエータ装置であって、
　モータに直接または間接的に接続されて回転する２つの回転基部（５１、５７）と、前
記回転基部とともに回転し遠心力で外側へ移動可能な１以上の錘部材（５４）と、前記錘
部材と前記２つの回転基部をそれぞれ回動可能に連結する２本のリンク棒を有し、前記遠
心力を利用して前記２つの回転基部の距離を変更するリンク機構（５５）と、前記錘部材
およびリンク機構の回転に干渉することなく前記２つの回転基部を連結するフレキシブル
カバー（５６）を有するユニットを複数具え、前記２つの回転基部の回転軸が一致しない
状態でも伸縮することを特徴とするアクチュエータ装置。　
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【請求項３】
　請求項１に記載のアクチュエータ装置において、前記ユニットが複数連設されており、
各ユニットが回転を伝達する自在継手で連結されていることを特徴とするアクチュエータ
装置。
【請求項４】
　多軸の駆動を行うアクチュエータ装置であって、単一の回転モータに請求項１乃至３の
いずれか１項に記載のアクチュエータ装置を複数接続してこれらに動力を分配してなるこ
とを特徴とするアクチュエータ装置。
【請求項５】
　請求項１乃至３のいずれか１項に記載のアクチュエータ装置を関節駆動に適用したこと
を特徴とする人型ロボット装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の人型ロボット装置において、１以上の回転自由度を有する関節に請求
項１乃至４のいずれか１項に記載のアクチュエータ装置を複数設けてなることを特徴とす
る人型ロボット装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はアクチュエータ装置およびこれを用いるロボット装置に関し、特に、剛性可変
型アクチュエータ装置およびこれを用いる人間型や動物型のロボット装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば人間型ロボットの関節駆動において、電気モータと歯車などによる減速装
置とを組み合わせた回転型のアクチュエータや、油圧装置等が使用されている。このなか
でも、小型化や制御が容易なＤＣモータ等の電気モータと減速器の組合せが広く用いられ
ている。
【０００３】
　このような人間型や動物型のロボットでは、手で物を掴んだり、重量物を持ち上げた状
態を維持するなど、持続的に大きな力を発生することが考えられる。また、力を出すだけ
ではなく、外界の状況に応じて力を加減したり、時には力を抜いて外力を受け流すといっ
た柔軟な対応も重要である。例えばドアを開ける動作を考えると、力を入れてドアを引い
た後は、ドアの開く軌道に逆らわずに腕を動かさねばならない。すなわち、ロボットの動
作をより人間に近づけるには、連続的に大きな力を発生可能で、素早く動作するとともに
、外力に逆らわない力を抜いた弛緩状態を再現できるようにすることが重要となる。
【０００４】
　遠心力を用いた駆動機構に関連する技術として、回転速度が過大となった場合に遠心力
で軸方向に永久磁石が移動するようにしてブレーキ力を調整する駆動電動機が提案されて
いる（例えば、特許文献１）。また、遠心力によってモータ回転子の位置を調整しモータ
の特性そのものを変化させる調速機構が提案されている（例えば、特許文献２）。
【特許文献１】特開２００１－８４０７（特に図６）
【特許文献２】特開２００４－２１５４５４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の油圧システムでは、持続的に大きな力を発生することは容易であるが、作動速度
がその分遅くなる問題がある。また、従来の電気モータと減速器の組合せでは、例えばロ
ボットが荷物を持ち上げたまま維持する動作のような定常的に関節に負荷がかかる動作で
は、電気モータが停動状態になり効率が悪いという問題がある。すなわち、電気モータは
同じ電圧を印加したしたとき回転が停止している停動状態で最大の電流が流れ、電気モー
タに投入した電力はすべてコイルで熱として消費されるため、非常に効率が悪くなるとと
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もに、電流が大きい場合にこの状態が続くと電気モータの電磁コイルが焼損するおそれも
ある。この場合に高減速比の減速器を用いて電気モータの負担を減らすことが考えられる
が、停動状態では投入電力がすべてコイルで熱として消費されることに変わりはなく、さ
らに関節の動作速度が遅くなるという不都合が生じる。
【０００６】
　また、従来の装置では力を抜いたり外力に柔軟に対応する動作がうまくできないという
問題がある。すなわち、油圧装置で力を抜く動作を再現するには別個に装置が必要となり
、装置の発生力が大きいほど規模が大きく嵩張ることになってしまう。また、電気モータ
と減速器の組合せでは、減速比の大きな減速器を用いている場合には外部から関節を動か
すことが困難である。これを回避すべく高出力電気モータを使用したり変速装置を使うこ
とが考えられるが、著しくエネルギ消費が大きくなったり構造が複雑となり装置が大型化
する問題がある。
【０００７】
　また、例えば人間の肩関節では、関節部に沿って複数の筋肉が湾曲配置されており、こ
の筋肉が個別に湾曲したまた収縮することで肩部の広範な可動機能を実現している。この
ように湾曲したまた収縮するという筋肉の機能を再現するアクチュエータがあれば、アク
チュエータ配置の自由度が大きくなるとともに、人間の筋肉の動きを忠実に再現すること
が可能となり、人間や動物型のロボットを構成する上での便宜となる。
【０００８】
　さらに、動力の利用率向上のため、油圧システムのように、電気モータを用いて大きな
動力を多軸に分配しようとしても、分配を制御する電磁クラッチは小さなトルクしか伝導
できず、また減速機構が必要となるため、重量やスペースの問題において結局は各駆動軸
に電気モータを配置するのと変わらなくなってしまう。モータの高速小トルクの動力を簡
単な構成で多軸に分配し大きなトルクで利用できるシステムがあれば便宜となる。
【０００９】
　本発明は上記のような問題を鑑み、動力停止時には外力により関節等を容易に動かすこ
とができ、定常的に大きな負荷が作用した場合にも効率を損なわないアクチュエータ装置
およびこれを用いるロボット装置を提供することを目的とする。また、アクチュエータ自
体を湾曲設置可能として柔軟に配置できるようにしたアクチュエータおよびロボット装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成すべく、本発明の一態様にかかるアクチュエータ装置は、モータの回転
を線方向の動作に変換するアクチュエータ装置であって、モータに直接または間接的に接
続されて回転する回転基部（１２または１５）と、前記回転基部の回転軸上でスライド可
能に設けられた摺動基部（１５または１６）と、前記回転基部とともに回転し遠心力で外
側へ移動可能な１以上の錘部材（１４）と、前記遠心力を利用して前記回転基部と摺動基
部間の距離を変更するリンク機構（１３）とを有するユニットを１以上具えることを特徴
とする。
【００１１】
　本発明の一実施例では、前記回転軸上に前記ユニットが複数連設されている。
【００１２】
　ユニットが複数連設された実施例のアクチュエータ装置では、前記リンク機構は、隣接
するユニットの反対側の錘部材を連結するレージトング式のリンク機構とすることが望ま
しい。
【００１３】
　また、本発明の別の態様にかかるアクチュエータ装置は、モータの回転を概略線方向の
動作に変換するアクチュエータ装置であって、モータに直接または間接的に接続されて回
転する回転基部（５１または５７）と、当該回転基部との距離が変更可能に設けられた摺
動基部（５７）と、前記回転基部とともに回転し遠心力で外側へ移動可能な１以上の錘部
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材（５４）と、前記遠心力を利用して前記回転基部と摺動基部間の距離を変更するリンク
機構（５５）と、前記錘部材およびリンク機構の回転に干渉することなく前記回転基部と
摺動基部とを連結するフレキシブルカバー（５６）を有するユニットを１以上具え、前記
回転基部と摺動基部の回転軸が必ずしも一致しない状態で伸縮することを特徴とする。　
【００１４】
　本発明の別の実施例のアクチュエータ装置は、各ユニットが自在継手で連結されている
。
【００１５】
　本発明のさらなる実施例は、多軸の駆動を行うアクチュエータ装置であって、単一の回
転モータに請求項１乃至５のいずれか１項に記載のアクチュエータ装置を複数接続してこ
れらに動力を分配してなることを特徴とするアクチュエータ装置に関する。
【００１６】
　さらに本発明は、上記いずれかのアクチュエータ装置を関節駆動に適用したことを特徴
とするロボット装置に関する。
【００１７】
　このロボット装置において、１以上の回転自由度を有する関節に請求項１乃至６のいず
れか１項に記載のアクチュエータ装置を複数設けてなることが望ましい。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明にかかるアクチュエータ装置は、モータの回転により錘部材を回転させ、その遠
心力とリンク機構で回転基部と摺動基部の間が狭まり、結果として出力端を軸方向に引っ
張る力が生じる。このアクチュエータ装置は、アクチュエータの伸びに比例して収縮力が
増大するバネ特性を有し、その剛性は回転速度の二乗に比例する。したがって、小型の電
気モータでも簡単な機構で大きな力を得ることができる。また、例えばこのアクチュエー
タ装置をロボットが物を持ち上げたまま保持する動作に利用した場合、ロボット自体が停
動状態でも電気モータは高速回転を維持して張力を発生し続け電気モータは停動状態とな
らないため、電磁コイルが焼損することなく持続的に大きな力を発生可能である。さらに
、このように大きな力を持続的に発生している場合でも消費するエネルギは電気モータの
回転を維持するものだけであるためエネルギの損失が少ない。また機構的にバネ特性を有
するためその動きが柔軟であり、衝撃などをアクチュエータ自体が吸収することも可能で
あることから、装置やシステムの耐久性が向上する。さらに、モータの停止時には外力で
容易に動かすことができ、例えば人型ロボットにおける力を抜いた状態を再現することが
できる。また、動力発生中であっても発生力を越える外力を受けた場合にはモータの回転
（遠心力）を維持しつつ外力に従順すなわち牽引方向と逆方向に動作させることができる
とともに、この場合にもモータが停動または逆回転することがないため機構が損壊するこ
とがない。したがって、特に人間型ロボットに求められる動作に適したアクチュエータを
得ることができる。
【００１９】
　また、本発明にかかる別のアクチュエータ装置は、回転基部と摺動基部が軸材で連結さ
れておらず、錘部材とリンク機構の回転に干渉することなくその外側から回転基部と摺動
基部とを連結するフレキシブルカバーを具えることにより、アクチュエータ装置自体を湾
曲させた状態で収縮させることができる。これにより人間や動物の筋肉のように湾曲配置
させたまま収縮させることができ、配置の自由度や動作の自然さを向上することが可能と
なる。
【００２０】
　また、１つのアクチュエータユニットで可動範囲を長く取ろうとすると装置が大きくな
ってしまうが、小さなアクチュエータユニットを複数連設してアクチュエータ装置を構成
すると、所望の可動範囲を確保しつつ装置を小さく収めることができる。
【００２１】
　また、アクチュエータユニットを複数連設してレージトング式のリンク機構で各錘部材
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を連結すると、ユニット毎の収縮量が一定となり安定した動作および出力を得ることがで
きる。
【００２２】
　一方、複数のアクチュエータユニットを、回転を伝達する自在継手で連結してアクチュ
エータ装置を構成すると、全体を自在に曲がった状態で配置しその延在方向に沿って収縮
させることができるため、例えば腕や足など不規則に曲がる部位にも角度に沿って配置す
ることができ、利便性や省スペース化に寄与する。
【００２３】
　また、単一のモータで複数のアクチュエータ装置に動力を分配して構成すると、複数の
可動部を単一のモータで駆動することが可能となり、省スペースと省電力を達成すること
ができる。
【００２４】
　上記アクチュエータを採用する本発明にかかるロボット装置は、上述したようにより人
間の動作に近い動作を実現することができ、力を入れつつ外力にも逆らわないような自然
な動作が可能となる。また、１以上の回転自由度を有する関節に複数のアクチュエータ装
置を設けることにより、力を拮抗させて停動状態としたり一方および／または双方のアク
チュエータを制御して細かい動作を実現することが可能となる。これには例えば、１軸の
関節における２つの回動方向にそれぞれ１つづつアクチュエータ装置を設けたり、肩や股
関節など多軸の関節に３以上のアクチュエータ装置を拮抗させて用いたりすることが含ま
れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　本発明を実施するための最良の実施形態について図面を参照しながら以下に詳細に説明
する。
【実施例１】
【００２６】
　図１は、本発明にかかるアクチュエータ装置の第１実施例を示す図である。本実施例の
アクチュエータ装置１００は、電気モータ１１の回転出力により生じる遠心力を用いて出
力端１８の軸方向の収縮動作を得るものである。このアクチュエータ装置１００は、３つ
のアクチュエータユニット１００ａ～１００ｃを連設して構成されている。上流側のユニ
ット１００ａは電気モータ１１に直接接続され、下流側のユニット１００ｃは出力端１８
に接続されている。すべてのユニット１００ａ～１００ｃと出力端１８は同軸上に配置さ
れており、これらを主軸１７が貫いている。電気モータ１１は図示しない制御部により制
御され、オン／オフ切り替えの他に回転速度の調整、電磁ブレーキによる停止も可能であ
る。
【００２７】
　ユニット１００ａから説明する。最も上流側の回転基部１２は、電気モータ１１の出力
シャフトと主軸１７と連結されており、これらは電気モータ１１の回転により一体的に回
転する。一方、摺動基部１５は主軸１７に対しスライド可能に構成されている。ここで、
主軸１７をスプライン軸としたりキー／溝構造を介するなどして摺動基部１５を主軸１７
に通し、主軸１７が摺動基部１５に回転を伝達するとともに摺動基部１５が主軸１７の軸
方向に自由にスライドできるようにする。ただし、本実施例ではリンク機構１３により回
転基部１２から摺動基部１５に回転が伝達されるためこのスプライン係合は必須ではなく
、主軸１７は単なる丸棒であってもよい。また主軸１７上で摺動基部１５がスライド可能
であれば他の様々な構成であってもよく、例えば、主軸１７の断面を多角形として摺動基
部１５の貫通口をこれに対応する形状としてもよい。
【００２８】
　図１に示すように、回転基部１２と摺動基部１５は、パンタグラフ型のリンク機構１３
により連結されており、リンク機構１３の屈曲部には錘部材１４が設けられている。リン
ク機構１３は回転基部１２、摺動基部１５、錘部材１４のいずれに対しても自由に回動可
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能であり、主軸１７を挟んで対称的に設けられている。本実施例の場合は２セットのリン
ク機構１３が対称的に設けられているが、断面において重心が中央（すなわち回転軸）に
ある構成であれば断面三菱型、断面十字形、それ以上の構成であってもよい。
【００２９】
　このように構成されたアクチュエータユニット１００ａの動作を説明する。電気モータ
１１が回転していない場合、摺動基部１５は他の要素との関係で定まる所定範囲内で自由
にスライド可能である。次に電気モータ１１を作動させると回転基部１２が回転し、これ
に伴いリンク機構１３および錘部材１４が主軸１７の周囲で回転する。このとき錘部材１
４には回転速度の二乗に比例する遠心力が発生し、主軸１７から離れる方向に移動する。
これによりリンク機構１３ａ、１３ｂが主軸１７と直角をなす方向に引っ張られ、摺動基
部１５が回転基部１２側に移動し、ここに収縮力が発生する。
【００３０】
　次にユニット１００ｂに注目すると、ユニット１００ａにおける摺動基部１５をユニッ
ト１００ｂの回転基部として捉えることができる。ユニット１００ｃも同様である。すな
わち、モータ１１が動作すると上流側の基部１５が回転し、リンク機構１３が回転して遠
心力が発生し、下流側の基部１６が上流側に引っ張られる。ユニット１００ｃの摺動基部
１６は出力端１８にベアリングなどの軸受け１９を介して回転自在に接続されているとと
もに、出力端１８はアクチュエータ装置のハウジング２０とスプライン係合またはキー／
溝構造により回転が制限されている。これにより出力端１８の回転は防止され、軸方向の
収縮力のみを取り出すことができる。本発明のアクチュエータ装置はユニット１００を１
つのみ設けた構成であってもよいが、このように複数のアクチュエータユニットを連設す
ることにより、最下流の出力端のスライド距離を長くとることができる。この際、一部の
ユニットだけが伸びるなどして各ユニットの収縮が不均一になると全体の動作が損なわれ
かねないが、本実施例のアクチュエータ装置はバネ特性を持つため複数個のユニットを連
結しても各ユニットの収縮量は均一化されるようになる。
【００３１】
　このアクチュエータ装置の動作時に出力端１８が外力により固定あるいは伸張方向に引
っ張られていた場合、収縮方向への運動は妨げられるがモータ１１や錘部材１４は妨げら
れず回転し、入力電圧に応じた回転速度まで速度を上げて安定する。このとき回転速度に
応じて収縮力も上昇し、この収縮力が外力を越えた時点で出力端１８は収縮方向に移動を
開始する。
【００３２】
　収縮力はリンク機構の幾何学的関係から、アクチュエータの軸方向の長さに比例する。
アクチュエータをが長くなるほど収縮力が大きくなる線形バネとして機能する。このバネ
の剛性は、回転速度の二乗に比例して大きくなる。このバネ特性によってアクチュエータ
装置は複数のバネを直列接続した物と同様に、個々のユニットの収縮量がほぼ均一化され
極端にばらつくことはない。
【００３３】
　また、電気モータ１１の回転速度が安定している状態で、外部から出力端１８を伸張方
向に引っ張ると、リンク機構１３の角度が開いて錘部材１４の回転半径が小さくなる。こ
のときにも錘部材１４の回転運動の接線速度はほぼ変化しないため、錘１４の回転が速く
なり、遠心力が増加し本来のバネ特性による収縮力とあわせて出力端１８に作用する収縮
力が増大する。回転速度は時間の経過とともに摩擦と電気モータ１１の回転により当初の
回転速度に戻るため、出力端１８に作用する収縮力は本来のバネ特性による収縮力に戻る
。したがって、出力端１８を引っ張る外力に対してアクチュエータ装置はオイルダンパの
抗力のように作用する。この抗力の特性は電気モータ１１の回転速度を制御することで調
整することができる。
【００３４】
　なお、図示する実施例のアクチュエータ装置ではリンク機構と錘部材を別部材として構
成しているが、このリンク機構が錘部材を兼ねてもよい。すなわち、例えば図１の実施例
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において別部材としての錘部材１４を設けることなく、リンク機構１３の材料や寸法、重
量等を調整して、回転時に遠心力で外側に引っ張られ回転基部１２と摺動基部１５の間が
狭まるようにすることができる。
【実施例２】
【００３５】
　図２は、本発明の第２実施例の構成を示す図である。本実施例のアクチュエータ装置で
は、隣接するユニット２００ａ～ｃの錘部材２４を連結するリンク機構２２が、隣接する
ユニットの反対側の錘部材を連結するレージトング式（所謂マジックハンド様の伸縮やっ
とこ）のリンク機構となっている。すなわち、各リンク部材２２ｂの中央が摺動基部１５
に回動可能に取り付けられ、その両端部に錘部材２４が設けられている。これにより、各
ユニット２００ａ～ｃの錘部材２４の動きが連動し、ユニット毎の収縮量が一定となり安
定した動作および出力を得ることができる。なお、リンク機構以外の要素は基本的に図１
に示す第１実施例とほぼ同様である。
【実施例３】
【００３６】
　図３は、本発明の第３実施例の構成を示す図である。本実施例のアクチュエータは、各
錘部材３３の両端部に屈曲可能なヒンジ部材３２が設けられており、このヒンジ部材３２
が回転基部３２と摺動基部３５とを連結している。なお、図３ｂに断面図を示すように、
断面において錘部材は２方向ではなく４方向に延在している。このようにアクチュエータ
装置を構成しても、モータ回転により回転基部３１が回転すると錘部材３３が軸周りで回
転して遠心力が働き、ヒンジ要素３２が軸から離れる方向へ引っ張られ、出力端１８に収
縮動作を生じさせることができる。
【実施例４】
【００３７】
　図４は、本発明の第４実施例の構成を示す図である。本実施例のアクチュエータ装置は
、個々のアクチュエータユニット３００ａ～ｃを自在継手で連結して、柔軟な配置を実現
するものである。本図に示すように、個々のユニット３００ａ～ｃがほぼ独立した構成と
なっており、それぞれ回転を伝達する自在継手４１で連結されている。電気モータ１１を
回転させると最も上流側のユニット３００ａが回転し、自在継手４１が設けられた出力端
すなわち摺動基部を回転させつつ収縮する。自在継手４１は次のアクチュエータユニット
３００ｂを引っ張りつつ回転を伝達し、これによりユニット３３０ｂの錘部材が回転して
収縮動作を行う。このようにアクチュエータ装置を構成すると、例えば人型ロボットの腕
や足の曲がったところに装置を配置可能となり、省スペースを図ることができる。なお、
湾曲した部分に設置するには、各ユニット３００を筐体または後述するフレキシブルカバ
ーで覆い、他の部材にユニットの回転要素が接触しないようにすることが望ましい。
【実施例５】
【００３８】
　図５は、本発明の第５実施例の構成を示す図である。本実施例のアクチュエータ装置は
、湾曲配置を可能にしつつ保護カバーによる強固な保護を達成するものである。図５（ｂ
）に個々のアクチュエータユニット５００の部分断面図を示すように、回転基部５１と摺
動基部５７がそれぞれ軸受け５２を介して支持板５３に保持されている。リンク機構５５
の一端はボールジョイントを介して回転基部５１に取り付けられ、他端は錘部材５４と回
動可能に連結されている。これにより、このアクチュエータ機構全体として回転軸方向に
対し湾曲可能となる。図５（ｃ）に示すように本実施例のリンク機構５５は錘部材５４を
十字形に配置して構成しているが、上述のようにこれは必須の構成ではない。また、本実
施例で回転基部５１と摺動基部５７は部品としては同一であるが、前者が動力に連結され
後者が出力端に連結されるという便宜上区別して参照する。
【００３９】
　一方、支持板５３同士は上記アクチュエータ機構の他、複数の外殻リンク５６で連結さ
れている。本実施例の外殻リンク５６は、支持板５３の円形の外周を８等分した部位同士
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を連結しており、各外殻リンク５６はその中央に回動軸を有し外側に膨らんだくの字型に
配置されている。図５（ｄ）に支持板５３と外殻リンク５６のみを示す。この外殻リンク
５６は、機構全体の収縮を妨げず、回転軸方向に対する湾曲を可能とするとともに、アク
チュエータユニットの回転要素を保護する機能を有する。この外殻リンク５６の外側にゴ
ムなどの弾性体のカバーや、高分子繊維などの網状材を被せるようにすれば、より確実に
回転体を防護することができる。このように構成したアクチュエータユニット５００を複
数連結することにより、自在に曲がり収縮するアクチュエータ装置を構築することができ
る。
【実施例６】
【００４０】
　図６は、本発明の第６実施例の構成を示す図である。本実施例のアクチュエータ装置は
、図５に示す第５実施例にヒンジ機構を適用した変形例である。図６（ｂ）に断面図を示
すように、回転基部６１と摺動基部６７がそれぞれ軸受け６２を介して支持板６３に支持
されている。回転基部６１と摺動基部６７間には、図６（ｃ）に示すように十字形に配設
されたヒンジ機構６４により錘部材６５が保持されている。ヒンジ機構６４はリンクとし
ての役割を果たしつつ捻れを許容するため、このアクチュエータユニットは回転軸方向に
対して湾曲可能となる。
【００４１】
　一方、支持板６３同士は上記アクチュエータ機構の他に複数の外殻ヒンジ６６で連結さ
れている。本実施例の外殻ヒンジ６６は要所で折れ曲がり可能なヒンジ部材を等間隔で配
備してなり、アクチュエータユニットの回転要素が外部から妨げられないように保護する
とともに、このアクチュエータ装置を湾曲可能とする役割を果たす。本例の外殻ヒンジ６
６は、図６（ｂ）と（ｄ）に詳細に示すように、回転基部６１側の外殻ヒンジ６６が平行
リンクとして構成されており、この外殻ヒンジ６６が常に平行に可動して内部の回転機構
内に入らないように工夫されている。この外殻ヒンジ６６の外側にゴムなどの弾性体のカ
バーや高分子繊維などの網材を被せるようにすれば、より確実に回転要素を保護すること
ができる。
【実施例７】
【００４２】
　図７は、本発明のアクチュエータ装置を適用したロボット用関節の一実施例を示す図で
ある。本図に示すように、１軸の回動軸７２を有する関節の２つの回動方向にそれぞれ１
つづつアクチュエータ３００ａ、３００ｂを設け、これらを拮抗させて関節を駆動するも
のである。ここで、アクチュエータ３００ａ、３００ｂはともに上述したアクチュエータ
装置のいずれであってもよく、また、各アクチュエータ装置が有するアクチュエータユニ
ット数も設置場所や必要なストロークを勘案して適宜決定することができる。
【実施例８】
【００４３】
　図８は、本発明のアクチュエータ装置のさらなる好適な実施例を示す図であり、１つの
電気モータで複数のアクチュエータ装置を駆動しようとするものである。本図に示すよう
に、単一の電気モータ１１の動力を、歯車機構８１やユニバーサル伝導ワイヤ８３を用い
て複数のアクチュエータ装置に分配する。各アクチュエータは速度により力を発生するた
め、伝達トルクの小さな電磁クラッチ等でも動力の分配が可能である。
【実施例９】
【００４４】
　図９は、本発明にかかるアクチュエータ装置の変形例を示す図である。本実施例のアク
チュエータ装置も、電気モータの回転により錘部材を遠心力で外側へ押しやり、この離れ
る力を利用して収縮方向の力のみ抽出するというものである。
【００４５】
　図９に断面図を示すように、電気モータ１１に回転基部（主軸）９１が接続されており
、これに支柱９３が固定されている。錘部材９５は支柱９３ａ、９３ｂ上をスライド可能
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であり、通常はバネ９４により外側方向へ付勢されている。ワイヤ９６の一端は主軸に固
定されており、ここから滑車９２を介して主軸と錘部材９５を通り、最後に出力軸９８に
連結される。出力軸９８は主軸９１と勾配キー９７で連結するかスプライン係合させるこ
とで、主軸９１とともに回転し軸方向にスライド可能な構造とする。出力端９９は出力軸
９８に対しボールベアリング等により回転自在に取り付けられ、収縮方向の運動のみを取
り出せるようにする。
【００４６】
　電気モータ１１が停止しているときに出力端９９を伸張方向に引っ張ると、ワイヤによ
って錘部材９５が主軸９１の方向に引っ張られ、機構全体が伸長する。この場合にもバネ
９４による収縮力が発生している。この状態で電気モータ１１を回転させると、主軸９１
と錘部材９４が一体的に回転し、錘部材９５が遠心力により外側へ移動しようとするため
、ワイヤ９６が引っ張られて出力軸９８が引き戻され、ボールベアリング等により回転が
打ち消され出力端９９で収縮力のみが得られる。ワイヤ９６と滑車９２の配置や個数を変
更して、所望のストロークと収縮力発生特性を調整することができる。
【実施例１０】
【００４７】
　図１０は、本発明にかかるアクチュエータ装置のさらなる変形例を示す図である。本実
施例のアクチュエータ装置は、錘部材１０３の移動がリンク機構ではなく、ガイドスリッ
トが設けられたスリット板１０２により規定されるようにしている。スリット板１０２ａ
は回転基部１０１に取り付けられており、これと一緒に回転する。他方のスリット板１０
２ｂは摺動基部１０５に固定される。出力端１０７はベアリング等の回転軸受け１０６を
介して摺動基部１０５に取り付けられており、ここで回転力を捨てて収縮力のみを取り出
すよう構成されている。錘部材１０３はスリット板１０２のガイドスリットにピン１０４
で係合している。スリット板１０２のスリットは、図１０に示すように、回転軸に近い方
が間隔が狭く、回転軸より遠ざかると間隔が広くなるよう形成されている。
【００４８】
　電気モータ１１が回転を開始すると、スリット板１０２およびこれに案内される錘部材
１０３も一緒に回転し、遠心力により錘部材１０３が外側へ移動する。これに伴いピン１
０４とスリットの相対関係からスリット板１０２同士の間隔が狭まり、出力端１０７が収
縮方向に移動する。この構成のアクチュエータ装置では、スリット板１０２のスリットを
例えば図１０に示すのと逆の配置とすれば、回転時に出力端１０７を収縮方向ではなく伸
張方向に移動させることができる。また、スリットの勾配や湾曲度を変更することで、そ
の出力特性を調整することができる。
【実施例１１】
【００４９】
　図１１は、本発明にかかるアクチュエータ装置のさらなる変形例を示す図である。本実
施例のアクチュエータ装置は、錘部材を回動軸に連結し、遠心力で錘部材が外側へ移動す
るのに伴う回動を利用してラックアンドピニオン機構により直線運動を抽出するものであ
る。本図に示すように、電気モータ１１が回転基部１１１（入力軸）に連結されており、
その回転軸を挟んで対称的にそれぞれ回動点を有する平板１１８が連結されている。解同
点には歯車１１４が取り付けられ、この歯車１１４からシャフト１１３を介して錘部材１
１２が接続されている。これらの要素は電気モータ１１により一緒に回転する。歯車１１
４は回転軸上にスライド可能なラック軸１１５に歯合している。このラック軸１１５はベ
アリング等の軸受け機構を介して出力端１１７に接続されている。
【００５０】
　電気モータ１１が回転を始めると錘部材１１２も回転し、遠心力によって外周方向に広
がっていく。これに伴い歯車１１４が回転し、ラック軸１１５が回転基部１１１側に引き
込まれ、出力端１１７が収縮する。このときの収縮長さに対する発生力は放物線状の特性
となり、筋肉の発生力特性に近いものとなる。なお、図１１において錘部材１１２の初期
位置を反対側にすると、歯車１１４が逆回転して伸張方向の動作を実現することもできる
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。
【００５１】
　以上に詳細に説明したように、本発明のアクチュエータ機構によれば、モータの回転に
より錘部材を回転させ、その遠心力とリンク機構で回転基部と摺動基部の間が狭まり、結
果として出力端を軸方向に引っ張る力が生じる。遠心力により得られる力は回転速度の二
乗に比例するため、小型の電個モータでも簡単な機構で大きな力を得ることができる。ま
た、例えばこのアクチュエータ装置をロボットが物を持ち上げたまま保持する動作に利用
した場合、ロボット自体が停動状態でも電気モータは高速回転を維持して張力を発生し続
け電気モータは停動状態とならないため、電磁コイルが焼損することなく持続的に大きな
力を発生可能である。さらに、このように大きな力を持続的に発生している場合でも消費
するエネルギは電気モータの回転を維持するものだけであるためエネルギの損失が少ない
。また、回転速度が例えばゼロから上昇に伴いその二乗に比例して発生力が上昇するため
、アクチュエータ装置のみならずこれを適用するさまざまな機構各部に対して力が急激に
作用することがない。したがって、本質的に動作が柔らかくなり、装置やシステムの耐久
性も向上する。さらに、モータの停止時には外力で容易に動かすことができ、例えば人型
ロボットにおける力を抜いた状態を再現することができる。また、動力発生中であっても
発生力を越える外力を受けた場合にはモータの回転（遠心力）を維持しつつ外力に従順す
なわち牽引方向と逆方向に動作させることができるとともに、この場合にもモータが停動
または逆回転することがないため機構が損壊することがない。したがって、特に人間型ロ
ボットに求められる動作に適したアクチュエータを得ることができる。
【００５２】
　なお、本発明は上記実施例の形態に限定されるものではなく、当業者であれば本明細書
の記載から様々な変形例、変更例を考えることができる。本発明の範囲はこのような変形
例、変更例を包含すると理解されるべきであり、その外延は添付の特許請求の範囲によっ
てのみ解釈されたい。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　本発明にかかるアクチュエータ装置は、軸方向の収縮あるいは伸張が必要な様々な動力
機構に適用することができる。例えば、本発明のもつ電気的にバネ特性を変更することが
可能な特徴を活かし、車両の状況や走行面の変化に対応してサスペンションの特性を変化
させて車両を安定な状態に保つことが必要な自動車や電車のサスペンションや、多様な振
動を速やかに吸収する免震装置に利用することができる。
【００５４】
　また、大きな力を発生しても消費電力が少なく、発生力が速度の二乗に比例するため比
較的小型の電気モータでも連続的に大きな発生力を得られることから、小型・小電力で大
きな力が必要なブレーキ装置や、連続的に大きな力を必要とするクランプ装置の動力とし
て好適に利用可能である。
【００５５】
　また、外力に対して力を逃がすことができるため、自動ドアの動力装置として利用する
と、ドアが何か挟んでしまった場合にも過度な力をかけて締めるのが防止され、安全性を
向上させることができる。
【００５６】
　さらに、本発明のアクチュエータ装置を利用したロボット装置は、機械製造業やロボッ
ト産業で好適に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】本発明にかかるアクチュエータ装置の第１実施例の構成を示す図である。
【図２】本発明にかかるアクチュエータ装置の第２実施例の構成を示す図である。
【図３】本発明にかかるアクチュエータ装置の第３実施例の構成を示す図である。
【図４】本発明にかかるアクチュエータ装置の第４実施例の構成を示す図である。
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【図５】本発明にかかるアクチュエータ装置の第５実施例の構成を示す図である。
【図６】本発明にかかるアクチュエータ装置の第６実施例の構成を示す図である。
【図７】本発明にかかるアクチュエータ装置の第７実施例の構成を示す図である。
【図８】本発明にかかるアクチュエータ装置の第８実施例の構成を示す図である。
【図９】本発明にかかるアクチュエータ装置の第９実施例の構成を示す図である。
【図１０】本発明にかかるアクチュエータ装置の第１０実施例の構成を示す図である。
【図１１】本発明にかかるアクチュエータ装置の第１１実施例の構成を示す図である。
【符号の説明】
【００５８】
１１　電気モータ
１２　回転基部
１３　リンク機構
１４　錘部材
１５　摺動基部
１８　出力端
１００、２００、３００　アクチュエータユニット
５６　外殻リンク
８４　クラッチ
９４　スプリング
９６　ワイヤ
１０２　スリット板
１０４　ピン
１１４　歯車
１１５　ラック軸

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５ａ】
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